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第１章 計画の基本的事項 

１ 計画策定の趣旨 

 

 近年、気候変動等に伴ってこれまでに経験したことのない豪雨等による土砂災害や風水

害が全国的に増加しており、本市においても令和元年東日本台風では、初となる大雨特別

警報が発表され、道路、河川、農地等に大きな被害をもたらしました。 

 また、本市は、過去に大規模な噴火が発生している浅間山の麓に位置していること、「糸

魚川－静岡構造線（全体）の地震」による被害が想定されていること等からも、大規模自

然災害に対し、「命を守る」ための備えが重要となっています。 

 

国では、東日本大震災における未曾有の大災害の経験を踏まえ、平成 25 年 12 月に「強

くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靭化基本法」を公

布・施行し、翌年６月には、「国土強靭化基本計画」を閣議決定しました。その中で国は「強

さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な国土・地域・社会経済の構築に向けた「国土

強靭化」を推進しています。 

 また、長野県では、平成 28 年３月に「長野県強靭化計画」を策定し、現在は、平成 30

年３月策定した「第２期長野県強靭化計画」に基づき、強靭化に向けた諸施策が実施され

ています。 

 

 本市では、平成 28 年に「小諸市総合計画第５次基本構想」を策定し、その基本的な柱の

一つである「生活基盤整備」の目標として「安心して快適に暮らせるまち」を掲げ、自助、

共助、公助の観点から地域防災力の向上を目指した取組み等を進めてきました。 

こうした国等による国土強靭化推進の動きを踏まえ、本市においても安全安心なまちづ

くりを一層進めていくため「小諸市国土強靭化地域計画」を策定します。 

 

２ 計画の性格 

 本計画は、大規模自然災害に対する本市の脆弱性を認識し、その克服に向けて事前防災・

減災その他迅速な復旧等に資する施策を総合的に実施するため、国の国土強靭化基本計画

や長野県強靭化計画と調和を図りながら策定するもので、国土強靭化の観点から本市にお

ける様々な分野の指針となる計画です。 

 

【総合計画との関係】 

 本市の総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画で構成されています。現在の第５

次基本構想における小諸市のめざす将来像と関連性があり、第 11次基本計画に記載され

た市長公約「こもろ未来プロジェクト 2020」に掲げる目指す姿を地域計画における総合

目標とし、基本計画の施策、実施計画の事業の一部を地域計画の取り組むべき事項とし

ます。 
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小諸市国土強靭化地域計画と関係する計画 

総合計画 生活排水処理基本計画 

地域防災計画 ストックマネジメント計画 

業務継続計画 地域公共交通網形成計画 

公共施設等総合管理計画 農業農村振興基本計画 

個別施設計画 農業振興地域整備計画 

学校施設長寿命化計画 人・農地プラン 

公営住宅等長寿命化計画 農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想 

舗装長寿命化修繕計画 森林整備計画 

橋梁及び横断歩道橋長寿命化修繕計画 森林経営計画 

トンネル長寿命化修繕計画 松くい虫被害対策実施計画 

受援計画 一般廃棄物処理基本計画 

上水道事業基本計画 一般廃棄物処理実施計画 

水道ビジョン 2017 災害廃棄物処理計画 

上水道事業実施計画 第７次国土調査事業十箇年計画 

地域福祉計画・地域福祉活動計画  

 

３ 計画の目的 

 住民の一番の思いは、災害により生命・財産を失わないことにあります。また、長野県

が実施した県政モニター調査結果によると、災害時において最も心配することとして、食

料・飲料水・エネルギー・日用品の確保が困難になるという課題が挙げられています。 

 生命、財産を守るためには、行政のみでなく関係機関や企業のほか、区や市民が「事前

の備えを行うことにより、社会全体が災害に強くなること」すなわち強靭化を意識するこ

とが必要です。 

 小諸市強靭化地域計画は、行政、関係機関、地域、市民が一体となって強靭化に取り組

実施計画 

基本計画 

基本構想 

小諸市総合計画 小諸市国土強靭化地域計画 

総合目標 

取り組むべき事項 
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み生命、財産、暮らしを守ることを目的とします。 

４ 計画期間 

 計画期間は、小諸市総合計画第 11 次基本計画の期間と合わせ、令和２年度から令和５年

度の４年間とします。 

 

 

 

 

 

 

５ 計画の検討プロセス 

 国は、国土強靭化基本計画において、我が国の大規模自然災害等に対する脆弱性評価を

実施しています。この評価において国は 45項目の「起きてはならない最悪の事態」を設定

しました。 

 長野県は、国の脆弱性評価を参考に、長野県における 32項目の「起きてはならない最悪

の事態」を設定し、これに対する施策、指標の洗い出しを行い、現状、問題点を整理して

対応施策を検討しました。 

 地域計画では、まず、長野県の強靭化計画の基本目標や、国及び長野県が設定した「起

きてはならない最悪の事態」を参考に、基本目標及び「起きてはならない最悪の事態」を

設定しました。 

 次に、「起きてはならない最悪の事態」ごとに、対応する第 11 次基本計画における施策、

実施計画における事業等の現状と課題について、整理・検討（脆弱性評価等）を行いまし

た。 

 さらに、評価を行った対応施策について、重点化を実施するとともに、対応施策の目標

も記載し、計画書としてまとめました。 

 

６ 施策の重点化 

 財政状況が厳しい中、限られた資源で効率的・効果的に強靭化を推進するためには、施

策の優先順位の高いものから重点的に進める必要があります。本市では、「起きてはならな

い最悪の事態」を 18 項目に整理して対応施策をまとめ、第 11 次基本計画の施策の目標に

関連する事項から２つの重点項目を定めています。 

 

７ 評価・見直し 

 地域計画を効率的かつ効果的に推進するためには、施策の進捗状況等を評価（確認）し、

今後発生する災害の検証も加えながら、必要に応じて見直しを図ることが重要です。施策

については、本市の総合計画における PDCA サイクルの中で見直しを行い、社会情勢等の

変化により新たな取組み等が必要となった場合には、随時計画を見直します。 

 

28 29 30 元 2 3 4 5 6 7 8 9

基本構想

基本計画

地域計画 第1次（4年間） 第2次（4年間）―

年　　　度

総合計画
第5次基本構想（12年間）　

前期（4年間）　第10次 中期（4年間）　第11次 後期（4年間）　第12次
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計画の策定、見直し 

Ｐｌａｎ（計画） 

 改善項目の抽出、 
評価に基づく見直し 

Ａｃｔｉｏｎ（改善） 
 

Ｄｏ（実行） 

各種施策、事業の実施 

 
Ｃｈｅｃｋ（評価） 

進捗状況の把握、 
目標の評価 
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第２章 基本的な考え方 

１ 想定するリスク 

 本市において想定するリスクは、過去に発生し、又は今後発生が想定される大規模自然災害

を対象とします。その具体的なリスクを以下に提示します。 

 

(1) 地震災害 

 ○ 糸魚川－静岡構造線断層帯（全体）の地震 

『第３次長野県地震被害想定調査報告書』の中で、本市に最も影響を及ぼすと予測されてい

るのは、「糸魚川－静岡構造線（全体）の地震」で、市域において、最大震度６弱の非常に強

い揺れが予測されているほか、市全域で５弱以上と予想されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本想定地震における小諸市の被害想定結果は、次のとおりです。 

① 建物被害 

（棟） 

液状化 揺 れ 断層変位 土砂災害 火災 合   計 

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 全壊 半壊 焼失 全壊・焼失 半壊 

0 0 ＊ 70 0 10 40 0 10 110 

 ※１ 「＊」は「わずか」を示す。 

 ※２ 数字は集計結果を四捨五入して示しているため、合計が合わない場合がある。 

 ※３ 「断層変位」による全壊棟数は、「揺れ」による全壊棟数の内数 
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② 人的被害 

 ア 死者・負傷者・重傷者数 

冬深夜・強風及び平常風速時                     

 （人） 

 建物倒壊 うち屋内収容物 土砂災害 火災 ブロック塀等 合計 

死 者 数 ＊(＊) ＊(＊) ＊(＊) 0(0) ＊(0) ＊(＊) 

負傷者数 40(30) 40(30) ＊(＊) 0(0) ＊(＊) 40(30) 

重傷者数 10(0) 10(＊) ＊(＊) 0(0) ＊(＊) 10(＊) 

※１ 「＊」は「わずか」を示す。 

 ※２ 数字は、集計結果を四捨五入して示しているため、合計が合わない場合がある。 

 ※３ ( )は観光客を考慮しない場合との差を示す。 

 ※４ 屋内収容物の倒壊による死者数は、建物倒壊による死者数の内数 

 

 イ 避難者数 

（人） 

被災１日後 被災２日後 被災１週間 被災１か月後 

避難者 
 

避難者 
 

避難者 
 

避難者 
 

避難所 避難所外 避難所 避難所外 避難所 避難所外 避難所 避難所外 

40 30 20 780 390 390 390 190 190 60 20 40 

 ※１ 冬18時・強風時、「＊」は「わずか」を示す。 

 ※２ 避難者数は、集計結果を１の位で四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。 

 

(2) 土砂災害・水害 

○ 寛保の水害（戌の満水） 1742（寛保２）年 

 

『寛保の水害、俗に「戌の満水」といわれるのは、寛保２年（1742）７月 29 日から 30 日にか

けて、東海道から関東地方を襲った洪水で、29 日から降り出した雨は次第に強く、風をともな

ったので８月１日、２日に至って諸川が出水して各地に水害が続出した。 

 この被害は信州の東信においてもはなはだ大きく、千曲川水系の諸河川のうちでは、小諸の

城下町を流れる中沢川の水押しが最大なものであった。連日の雨で地盤がゆるみ崩れて、一時

に泥水を押し出し、川筋の六供・田町をたちまちにて押し流し、本町の両側を一飲みにして城

中に殺到した。三の門・櫓・足柄門等を流出し、小諸藩、藩主及び家臣、百姓町人など領下に

住む人々に、物心両面にわたって大打撃を与えた災害である。』 

 

※ 『小諸市誌歴史篇(三)』より抜粋 
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被害状況   ※小諸藩の被害状況 

死者  584 人（内訳：家中 79、町方 428、郷中川東 77、郷中川西０） 

死馬  23  （内訳：家中０、町方 14、郷中川東８、郷中川西１） 

流家  373 軒（内訳：家中 33、町方 193、郷中川東 54、郷中川西 147） 

潰家  42 軒 （内訳：家中４、町方 33、郷中川東０、郷中川西５） 

流土蔵 28 軒 （内訳：家中０、町方 28、郷中川東０、郷中川西０） 

（小諸本町の寺、宮（成就寺、実大寺、託応寺、尊立寺、祇園社）含む） 

布引釈尊寺 

山崩落、本堂押し潰れ、庫裏大被害。田畑、残らず押し流す。 

田畑被害 

石高  １万 5,000 石 

被害高 7,888 石余 （内訳：永荒 4,991 石余、損耗 2,897 石余） 

堰崩れ ２万 6,882 間余 （48.4km 弱） 

山崩れ 661 カ所 

落橋  269 カ所 

※ 『寛保２年の千曲川大洪水「戌の満水」を歩く(信濃毎日新聞社出版局・編 国土交通省

千曲川工事事務所・協力)』より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 小諸市誌歴史篇(三) 
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○ その他の豪雨災害 

災害名

等 

発生年月

日 

災 害

 原

 因 

被害箇所・地域 被 害 状

 況 台風７

号 

昭和 34 年

8 月 14 日 

豪雨・暴風 

・最大風速 36.3ｍ 

・総雨量 286.9 ㎜ 

全    市 死亡    1 人 

全壊   83 戸 

半壊  318 戸 

非住家  458 棟 

り災  1,127 戸 

同世帯  1,630 世帯 

人員  6,736 人 

道路  38 か所 

農作物  2,729ha 

橋梁    1 か所 

被害総額 1,301,559 千円 

豪雨 昭和 42 年

6 月 16 日 

集中豪雨 

・降雨量（18 時～

20 時） 

160 ㎜ 

北大井地区 

南大井地区 

中央地区 

死者    2 人 

全壊流失    5 戸 

半壊    3 戸 

床上浸水  628 戸 

り災世帯  677 戸 

り災人員  2,646 人 

農業関係被害 

農作物被害   1,189ha 

田畑の流失、冠水、埋没 

583ha 

水路  3,157ｍ 

農道 77,000ｍ 

頭首工  79 か所 

橋梁  12 か所 

公共土木施設被害 

河川 11,050ｍ 

道路市道関係   22 路線 

橋梁関係    8 か所 

林道関係被害 

林道  2,000ｍ 

水道施設被害 

柏木簡易水道 4,860 千円 

被害総額 1,295,569 千円 

降雹 同年 6 月

18 日 

降雹 北大井地区 

南大井地区 

中央地区 
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【 浅間山夜分大焼之図 】 

昭和 42 年 6 月 16 日の豪雨被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

 

 

○ 土砂災害警戒区域等指定状況 

 警戒区域 特別警戒区域 

土石流 32 箇所 24 箇所 

地滑り ５箇所 ― 

急傾斜地の崩壊 269 箇所 206 箇所 

 

 

(3) 火山災害 

 大規模噴火 

 大規模な噴火は、過去 2000 年間に３回起こっています。明治以降、浅間山で大規模噴火の

発生はありませんが、将来起こる可能性はあります。 
 

・天仁噴火 1108（天仁元）年 

 天仁噴火は平安時代に発生した大噴火で、天明噴火ほどの記録は残っていません。追分火砕

流、上舞台溶岩が流下し、火山噴出物の量は天明噴火の２倍以上であったと考えられていま

す。 

 

・天明噴火 1783（天明３）年 

 天明噴火は、噴火したり収まったりを繰り返しながら、次

第に活動が大きくなっていきました。７月 27 日頃から噴

火が連続するようになり、８月４日から５日にかけて最も

激しい噴火で、大量の軽石や火山灰の降下、吾妻火砕流、

鬼押出し溶岩の流下が同時期に発生しました。その後の鎌

原火砕流・岩屑なだれでは山麓の集落が大きな被害を受け、

下流では泥流によって多くの村が流されました。 

【 倒壊した建物 】 【 流された車両 】 
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 天明・天仁噴火で発生した現象と主な被害 

 天明噴火（1783 年） 天仁噴火（1108 年） 

発生した現象 ・降灰 

・大きな噴石 

・火砕流（北麓に流れる） 

・溶岩流（北麓に流れる） 

・土石なだれ 

・泥流（吾妻川沿いに流下） 

・降灰 

・大きな噴石 

・火砕流（南北に流れる） 

・溶岩流（北麓に流れる） 

被害 ・死者：1500 名以上 

・倒壊家屋：2000 棟以上 

詳細不明 

 

 

(4) 大雪災害 

発生年月日 災害原因 被災箇所・地域 被害状況 

平成 26 年 2 月 15 日 降 雪 

・積雪量（2/14～2/15）

108cm 

全 市 建物関係被害 202 件 

住宅    9 件 

付属家   62 件 

構築物  131 件 

農業関係被害 

農業用施設被害 1,167 棟 

生乳廃棄処分   15.6ｔ 

除雪関係 

問い合わせ等 5,028 件 

除雪費用 194,000 千円 

 

 

【除雪作業の様子 】 
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２ 総合目標・基本目標 

 

小諸市総合計画第５次基本構想では、めざす将来都市像として「住みたい 行きたい 帰って

きたい まち 小諸」を掲げています。 

市長公約である「こもろ未来プロジェクト 2020」において、これからのまちの目指す姿・ビ

ジョンとして掲げられた『健幸都市こもろ（小諸版ウエルネス・シティ）』は、「健康・福祉は

もちろんのこと、子育て・教育、環境、産業・交流、生活基盤、行政経営など、あらゆる分野

において「健康」「健全」であることで、市民が健康で生きがいを持ち、安全・安心で豊かな

人生を営めるまち。小諸市を訪れる国内外の人々が〝自分に還る〟〝何度でも帰りたい〟〝住

んでみたいまち〟」と定義されており、将来都市像とも整合性があります。 

これを受け、第 11 次基本計画においては、今後、総合計画の６つの政策分野において「健

幸都市こもろ（小諸版ウエルネス・シティ）」の実現に向け各種施策・事業を行っていくこと

としています。 

 

本計画においては、国の基本目標との調和を図って設定された、長野県強靭化計画の基本目

標との調和を図りつつ、小諸市総合計画との関連性を考慮し、以下のとおり「総合目標」と「基

本目標」を設定します。 

 

○ 総合目標  

 健幸都市こもろ“健康で生きがいを持ち、安全・安心で豊かな人生を営むまち” 

 

○ 基本目標 

１ 人命の保護が最大限図られること 

２ 被災者等に対し、迅速に救助、救援活動が行われること 

３ 必要不可欠な行政機能、情報通信機能を確保すること 

４ 必要最低限のライフライン等を確保すること 

５ 二次的な被害を発生させないこと 

６ 被災した方々の日常の生活が迅速に戻ること 
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３ 起きてはならない最悪の事態一覧 

 

基本目標 番号 起きてはならない最悪の事態 

１ 人命の保護が最大

限図られること 

１－１ 住宅や多数の者が利用する施設の倒壊・火災による死傷

者の発生 

１－２ 河川の氾濫に伴う住宅などの建築物の浸水 

１－３ 火山噴火・土砂災害による死傷者の発生 

１－４ 避難勧告・避難指示の判断の遅れや、情報伝達手段の不

備に伴う避難の遅れによる死傷者の発生 

２ 被災者等に対し、

迅速に救助、救援活動

が行われること 

２－１ 長期にわたる孤立集落等の発生や物資等の不足 

２－２ 警察、消防等による救助・救急事案の多発及び広範囲に

及ぶ人員、資機材の不足 

２－３ 医療機関、医療従事者の不足や、医療施設の被災による

医療機能の麻痺 

２－４ 被災地における感染症等の大規模発生 

３ 必要不可欠な行政

機能、情報通信機能を

確保すること 

３－１ 職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下 

３－２ 災害情報が必要な者に伝達できない事態 

４ 必要最低限のライ

フライン等を確保する

こと 

４－１ 電力、上水道等の長期間にわたる供給停止 

４－２ 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

４－３ 交通インフラの長期間にわたる機能停止 

５ 二次的な被害を発

生させないこと 

５－１ ため池、防災施設の損壊・機能不全による二次災害の発

生 

５－２ 農地・森林等の荒廃 

５－３ 観光や地域農産物に対する風評被害 

６ 被災した方々の日

常の生活が迅速に戻る

こと 

６－１ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復

興が大幅に遅れる事態 

６－２ 被災した生活基盤施設や住宅の再建が大幅に遅れる事態 
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第３章 取り組むべき事項 

 

設定した「起きてはならない最悪の事態」への「対応方策」について、基本目標ごとに

現状と課題の確認（脆弱性評価）を行い、小諸市総合計画に係る施策及び事業における取

組みから推進方針を整理しました。 

 また、対応方策の中でも、小諸市総合計画第 11次基本計画の施策の目標に大きく関係す

る２つの項目を重点項目とし、推進方針の欄に【重点】を記載しました。 

 

１ 重点項目 

（１） 計画的な社会基盤の整備 

 ＜第 11次基本計画における施策の目標（例）＞ 

 ・農地・農道・水路等の基盤整備が進み、農地が保全され、効率的な農業ができている

状態。 

・生活道路の維持・修繕を行い、通行の安全が確保された状態。 

 ・橋梁及び横断歩道橋が、長寿命化修繕計画に基づき適正に維持管理されている状態。 

 

（２） 自助・共助（地域の支え合い）による地域防災力の向上 

 ＜第 11次基本計画における施策の目標（例）＞ 

 ・民生児童委員などの地域福祉の担い手や、区、地域住民、社会福祉協議会等、各種団

体が連携を強化し、それぞれが活発に活動できる状態。 

 ・支え合いの充実により、安心して地域で生活できる高齢者が増えた状態。 

 ・すべての地域で様々な手段により防災行政情報を入手でき、市民が避難方法や避難場

所等を熟知して、防災・防犯意識が高まっている状態。 

 ・災害時に備え、地域において、自助・共助の理念のもと地域防災力の向上に積極的に

取り組んでいる状態。 
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２ 基本目標ごとの対応方策 

 

基本目標 １ 人命の保護が最大限図られること 

 

起きてはならない最悪の事態 

1-1 住宅や多数の者が利用する施設の倒壊・火災による死傷者の発生 

1-2 河川の氾濫に伴う住宅などの建築物の浸水 

1-3 火山噴火・洪水・土砂災害による死傷者の発生 

1-4 避難勧告・避難指示の判断の遅れや、情報伝達手段の不備に伴う避難の遅れによる死

傷者の発生 

 

対応方策 

① 住宅の耐震化 

 現状と課題 推進方針 

 ・木造住宅の耐震診断と耐震改修に係る補

助制度を実施する中で、耐震診断の利用が

伸び悩んでいるため、利用促進の取り組み

が必要です。 

・社会情勢等に即した公営住宅の管理が必

要です。 

・耐震改修制度の利用促進のため、広報を行

います。 

・社会情勢、施策効果に対する評価を踏まえ、

必要に応じて公営住宅等長寿命化計画を見

直し、計画に基づいた維持管理を実施しま

す。【重点】 

 

目標値・計画等 

 ●精密耐震診断件数：毎年度 20件 

 公営住宅等長寿命化変更計画 

 

② 市有施設等の耐震化等 

 現状と課題 推進方針 

 ・市有施設については、平成 28 年度に公

共施設等総合管理計画、令和元年度に個別

施設計画を策定しており、計画の方針に沿

って耐震化を進めることが必要です。 

・高齢者関係施設については、民有施設で

あるが、防災・減災対策未実施の施設に対

して、早期に改修工事等の対策を講じるよ

う促進していく必要があります。 

・公共施設等総合管理計画、個別施設計画に

基づき、市有施設の整備、統廃合等に合わせ

て耐震及び長寿命化を図ります。【重点】 

・高齢者関係施設（地域密着型特養、通所介

護事業所等）の防災・減災対策の推進のため、

地域介護・福祉空間設備等施設整備補助金を

活用した、耐震化整備、ブロック塀等の改修、

非常用自家発電設備の整備、水害対策のため

の施設改修等を実施します。 
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目標値・計画等 

 ●小中学校の施設の長寿命化につながる

改修工事：毎年度各１件 

 ●文化センターホール舞台設備改修 

：令和３年度実施 

 公共施設等総合管理計画 

 個別施設計画 

学校施設長寿命化計画 

●社会福祉施設等の耐震化等 

 

③ 水害・土砂災害対策の推進 

 現状と課題 推進方針 

 ・豪雨等による氾濫をできるだけ防ぐ対

策、被害対象を減少させるための対策、被

害の軽減・早期復旧・復興のための対策を

ハード・ソフト一体で多層的に進めること

が求められています。 

・土石流、融雪型火山泥流等の被害を軽減

するため、砂防堰堤等の整備が必要です。 

・気候変動の影響や社会状況の変化などを踏

まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働し

て流域全体で行う治水対策である「流域治

水」を推進します。 

・護岸整備等の河川改修や土砂しゅんせつ工

事等を計画的に進めます。【重点】 

・国、県による砂防事業等の促進のため、要

望活動や事業への協力等を実施します。 

 

目標値・計画等 

 ●安全な河川対策、施工延長 

：毎年度 20ｍ 

 

④ 火山災害対策の推進 

 現状と課題 推進方針 

 ・広範囲への被害が想定される浅間山の大

規模噴火に備え、広域的な避難の検討を進

めることが必要です。 

・火山防災協議会において、関係機関等との

連携のもと広域避難計画を策定します。 

 

目標値・計画等 

 ●広域避難計画の策定：令和５年度 
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⑤ 防災意識の向上 

 現状と課題 推進方針 

 ・土砂災害、洪水、火山災害のハザードマ

ップは、ホームページでの公表や全戸への

配布を行っていますが、新たに作成された

最大想定規模の浸水想定区域図に基づき、

洪水ハザードマップを見直すことが必要

です。 

・災害発生の危険があるとき、災害が発生

したときに、どの様な行動をとるべきか、

どの様な備えが必要かについて、ハザード

マップ等を基に一人ひとりが認識するこ

とが重要です。 

・千曲川に加え、長野県が作成する中小河川

の最大想定規模の浸水想定区域図を基にし

たハザードマップの作成と全戸配布を行い

ます。【重点】 

・大規模盛土造成地の安全性確認に必要とな

る第２次スクリーニング計画の策定・実施を

するとともに、計画を周知し、住民・事業者

への防災への理解を深めます。 

・出前講座等において、ハザードマップ等を

用いて地域の被害想定等に応じた具体的な

講座を実施します。【重点】 

 

目標値・計画等 

●最大想定規模の浸水想定区域図を反映

したハザードマップの全戸配布 

 ：令和４年度 

 

⑥ 避難情報等の判断・伝達の強化 

 現状と課題 推進方針 

 ・避難警戒レベルの導入、変更の検討が行

われるなど、近年の災害の教訓に基づき避

難情報に係る制度が変化しており、制度に

対応した的確な避難情報発令の判断、伝達

が求められます。 

・防災ラジオへの伝達が令和４年 11 月末

で終了するため、代替となる防災情報伝達

手段の整備が必要です。 

・気象庁（長野地方気象台）等との連携を強

化し、避難情報発令判断を行います。 

・制度改正等に応じ、避難行動の判断・伝達

マニュアルの見直しを行います。 

・防災ラジオの代替伝達手段を含め、情報伝

達手段の多重化を進めます。【重点】 

 

目標値・計画等 

 ●防災ラジオの代替伝達手段整備 

：令和３年度実施 
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⑦ 地域における避難体制の整備 

 現状と課題 推進方針 

 ・避難に支援が必要な方を含め、市民等が

いざというときに避難できるよう、市、区、

関係機関、団体等が連携して地域における

避難体制を整備することが必要です。 

・要配慮者利用施設の避難確保計画策定を促

進します。 

・実態に合った避難行動要支援者名簿の整備

をはじめ、区、関係団体等と連携した避難行

動要支援者の避難体制づくりを進めます。

【重点】 

・自主防災ファイルや安全で安心なまちづく

り事業補助金等により区、自主防災組織によ

る防災訓練実施を支援します。【重点】 

 

目標値・計画等 

 ●自主防災組織を設立した区の数 

：令和５年度 65 区（68区中） 
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基本目標 ２ 被災者等に対し、迅速に救助、救援活動が行われること 

 

起きてはならない最悪の事態 

2-1 長期にわたる孤立集落等の発生と物資等の不足 

2-2 警察、消防等による救助・救急活動等の不足 

2-3 医療機関、医療従事者の不足や、医療施設の被災による医療機能の麻痺 

2-4 被災地における感染症等の大規模発生 

 

対策方策 

① 市民生活を支える道路環境の整備 

 現状と課題 推進方針 

 ・土砂災害等による落石、地震による橋梁

等の破損、大雪による長期の通行止め等に

よって道路交通ネットワークが分断され

る恐れがあります。また、集落の孤立が生

じたり、救助・救急活動や緊急物資の輸送

に支障が生じたりする恐れがあります。こ

のため、緊急輸送路を始めとした道路の維

持修繕等に引き続き取り組むことが必要

です。 

・日常・定期点検等により現状を的確に把

握し優先度付けを行ったうえ、道路の維持

管理をより効率的に実施し、安全安心な道

路環境を確保する必要があります。 

・災害時において国土交通省、長野県等の

関係機関及び小諸市建設協議会等の関係

団体と相互の連携を引き続き図る必要が

あります。 

 

・計画に基づく幹線道路等の舗装修繕工事や

道路、橋梁、横断歩道橋、トンネルの定期点

検及び修繕、対策が必要な箇所の歩道整備等

を行います。【重点】 

・除融雪業務への協力業者を確保するととも

に、協力業者との調整により積雪や凍結によ

る危険を排除することにより、降雪期の円滑

な通行を確保します。 

・道路の法面対策、橋梁の耐震補強、道路改

築により、災害時の緊急輸送路を確保しま

す。また、災害時の救急医療機関等へのアク

セスを確保するため、アクセス道路の整備を

推進します。 

・電線類の地中化により、地震による電柱倒

壊を防止します。 

 

目標値・計画等 

 ●計画に基づく舗装修繕実施箇所：令和３

～５年度 各１箇所 

 ●老朽化した橋梁、横断歩道橋及びトンネ

ル修繕実施箇所 

：令和２～５年度 ７箇所 

●安全な歩道等の整備、施工延長 

：毎年度 150ｍ 

舗装長寿命化修繕計画 

橋梁及び横断歩道橋長寿命化修繕計画 

トンネル長寿命化修繕計画 
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② 物資等の確保 

 現状と課題 推進方針 

 ・大規模自然災害が発生した場合は、断水

や物流の途絶により、水、食料、生活用品

等の物資が不足する可能性があることか

ら、備蓄や民間事業者との物資提供等に関

する協定の締結を行っていますが、引き続

き適切な量と迅速な提供態勢を確保する

ことが必要です。 

・食料、飲料水、生活用品等の備蓄と更新を

行います。 

・災害時の物資提供等に関する協定の締結

や、協定先との連携による流通備蓄の確保、

提供態勢の構築を進めます。 

・避難所開設・運営マニュアルの確認等によ

り、迅速に物資を供給できる態勢づくりを進

めます。 

 

目標値・計画等 

 地域防災計画 

 避難所開設・運営マニュアル 

 

③ 消防団活動の充実 

 現状と課題 推進方針 

 ・令和元年東日本台風において、池の排水

作業や用水・河川での土嚢積み作業、危険

箇所の見回り等、多くの消防団員が出動し

ており、常備消防に加え、非常備消防の地

域防災に果たす役割がますます重要とな

っています。 

・災害時に求められる役割を果たすために必

要な知識・技術を身につける訓練を実施しま

す。 

・災害発生時に最大限のパフォーマンスが発

揮できるよう装備、施設の充実強化を図りま

す。 

 

目標値・計画等 

 ●消防団員数：850 人 

 ●災害対応資機材の充実 

 

④ 医師会・歯科医師会・薬剤師会との連携 

 現状と課題 推進方針 

 ・小諸北佐久地域包括医療協議会におい

て、平成 29 年度に「小諸北佐久地域災害

時医療救護活動マニュアル」が策定され、

平成 30 年度に小諸北佐久医師会、北佐久

歯科医師会との「災害時の医療救護活動に

関する協定書」、小諸北佐久薬剤師会「災

害時の医療救護活動及び医薬品等の供給

・災害時の医療救護活動や医薬品の供給の円

滑な実施に向け、小諸北佐久地域災害時医療

救護活動マニュアルや、小諸北佐久医師会、

北佐久歯科医師会、小諸北佐久薬剤師会との

協定に基づき、３師会との連携強化を図りま

す。 
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に関する協定書」の見直しを行いました。 

災害時医療救護活動の円滑な実施に向け、

マニュアルや協定に基づく連携の確認等

が必要です。 

目標値・計画等 

  小諸北佐久地域災害時医療救護活動マニュ

アル 

 

 

⑤ 避難所等における感染症対策の充実 

 現状と課題 推進方針 

 ・令和２年度に新型コロナウイルス感染症

への対応を包含した「避難所開設・運営マ

ニュアル」を策定しました。今後の知見等

による長野県避難所運営マニュアル策定

指針等の改定に合わせた見直しの実施と、

マニュアルに基づく対応の確認、迅速な対

応のための衛生用品等の確保を進めるこ

とが必要です。 

・長野県避難所運営マニュアル策定指針の改

定等、必要に応じて避難所開設・運営マニュ

アルを見直します。 

・感染症予防対策に必要な衛生用品等の備蓄

と更新を行います。 

・感染症対策を所管する長野県（保健所）と

の連携強化を図ります。 

 

目標値・計画等 

避難所開設・運営マニュアル 
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基本目標 ３ 必要不可欠な行政機能、情報通信機能を確保すること 

 

起きてはならない最悪の事態 

3-1 職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下 

3-2 災害情報が必要な者に伝達できない事態 

 

対策方策 

① 業務継続計画の確認、見直し 

 現状と課題 推進方針 

 ・大規模な災害の発生により市役所機能が

低下する中でも、市民の生命、身体、財産

を保護し、市民生活への影響を最小限とす

るために、平成 29 年度に業務継続計画を

策定し、平成 30 年度に見直しを行いまし

た。今後も引き続き業務継続計画の見直し

を行いながら、業務継続体制の強化を進め

ることが必要です。 

・毎年度、各部署における業務継続計画の確

認を行い、業務継続に必要な体制の強化を図

るとともに、必要に応じて計画の見直しを行

います。 

 

目標値・計画等 

 業務継続計画 

 

 

② 協定等に基づく受援体制の強化  

 現状と課題 推進方針 

 ・長野県市町村災害時相互応援協定を始

め、姉妹都市との相互支援、相互応援の協

定を締結しています。大規模災害発生時に

おける物資や応援職員の受入れが滞るこ

とがないよう、協定に基づく連携の確認や

受入体制の整備を進めることが必要です。 

 

・相互支援、相互応援の協定に係る自治体の

担当者や連絡体制の確認等を行い、連携強化

を図ります。 

・物資や応援職員を受入れるための受援計画

を策定します。 

 

目標値・計画等 

 地域防災計画 

 受援計画 

 

③ 情報伝達手段の確保 

 現状と課題 推進方針 

 ・市民等が災害への備えや適切な避難行動

がとれるよう、防災情報、避難情報を的確

かつ迅速に伝達する必要があります。防災

行政無線や登録制メール等に加え、令和元

年度に FMさくだいら、FMとうみによる災

・防災情報関連機器の定期的な点検を実施し

ます。 

・様々な環境にある方が、防災情報、避難情

報を的確かつ迅速に受け取ることができる

よう、情報伝達手段の多重化をさらに進めま
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害時放送も導入していますが、令和４年

11 月に防災ラジオへの情報提供終了に伴

う代替手段を含め、引き続き情報伝達手段

の多重化を進めることが必要です。 

す。【重点】 

 

目標値・計画等 

 ●防災ラジオの代替伝達手段整備（再掲） 

：令和３年度実施 
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基本目標 ４ 必要最低限のライフライン等を確保すること 

 

起きてはならない最悪の事態 

4-1 電力、上水道等の長期間にわたる供給停止 

4-2 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

4-3 交通インフラの長期間にわたる機能停止 

 

対策方策 

① 電力供給に係る電力会社との連携強化 

 現状と課題 推進方針 

 ・平成 29 年度に中部電力株式会社佐久営

業所と災害時における相互協力に関する

協定を締結しました。協定に基づき、停電

等電力供給に係る対策協議会を設置して、

災害時等の電力供給に係る体制づくりを

進めているところですが、引き続き大規模

災害を想定し、連携強化を図る必要があり

ます。 

・停電等電力供給に係る対策協議会を開催

し、災害による停電時の連絡体制や情報共有

等に係る連携の強化を図るとともに、必要に

応じて平常時における支障木の保安伐採を

進めます。 

 

 

  

 

② 水道施設の更新に合わせた耐震化及び適正な維持管理（水の安定的な供給の確保） 

 現状と課題 推進方針 

 ・災害時等の停電に対応できるよう、重要

な水源、配水池に自家発電機の設置又は発

電機を配備できる体制を整備しています。 

・安全・安心な水を安定的に供給できるよ

う水道施設の計画的な更新に合わせた耐

震化や適切な維持管理を行う必要があり

ます。 

・小諸市上水道事業実施計画により、計画的

な施設更新等を進めます。【重点】 

・小諸市上水道施設等の指定管理者である公

民共同企業体「㈱水みらい小諸」の業務状況

について、厳格なモニタリングを行います。 

 

目標値・計画等 

 小諸市上水道事業基本計画 

 小諸市水道ビジョン 2017 

 小諸市上水道事業実施計画 
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③ 汚水処理施設等の更新及び適正な維持管理（汚水処理施設等の機能確保） 

 現状と課題 推進方針 

 ・施設の老朽化と部分的破損の発生、社会

状況の変化による処理場能力の余裕発生

などの対策として、計画的な共同化と更新

対応による効率的な事業運営が必要とな

っている。 

・「水循環・資源循環のみち」構想に基づき

処理場施設の統合を実施します。 

・ストックマネジメント計画に基づき施設の

適切な維持管理を行います。【重点】 

 

目標値・計画等 

「水循環・資源循環のみち 2015」構想 

 生活排水処理基本計画 

 ストックマネジメント計画 

 

 

④ 市民生活を支える道路環境の整備（基本目標２の対策方針 Ｐ18 参照） 

 

 

⑤ 公共交通の維持、確保 

 現状と課題 推進方針 

 ・災害時の避難、人員や物資の輸送等が想

定される公共交通を維持し、災害が起きた

場合の連絡体制の確認等の連携強化を進

めることが必要です。 

・幹線的な公共交通の維持・確保のため鉄道

や路線バスの施設整備等の支援を行います。 

・利便性と効率性を両立した持続可能な公共

交通を運行するため、市コミュニティバス

「こもろ愛のりくん」の運行改善を図りま

す。 

・災害時に備え運行事業者との連携強化を図

ります。 

 

目標値・計画等 

 ●「こもろ愛のりくん」の年間利用者数： 

令和５年度 60,000 人 
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基本目標 ５ 二次的な被害を発生させないこと 

 

起きてはならない最悪の事態 

5-1 ため池、防災施設の損壊・機能不全による二次災害の発生 

5-2 農地・森林等の荒廃 

5-3 観光や地域農産物に対する風評被害 

 

対策方針 

① ため池の管理体制の強化 

 現状と課題 推進方針 

 ・下流に人家等があるため池について、万

一の損壊に備え、迅速な避難や応急対策等

の措置を講じることができるよう、ハザー

ドマップによる、より一層の周知や保全管

理体制の強化を進めることが必要です。 

・防災重点農業用ため池のハザードマップに

よる周知を図るとともに、地震耐性評価を実

施します。 

 

目標値・計画等 

 ●防災重点農業用ため池の地震耐性評価 

：令和４～12年度 毎年１池  

 

② 農山村の多面的機能の維持の推進 

 現状と課題 推進方針 

 ・農業・農村が有する多面的機能を維持・

発揮させるため、農地、農道、用排水施設

等の農業生産基盤の整備や維持管理、中山

間地域における営農継続の支援、農業の担

い手確保等に引き続き取り組むことが必

要です。 

 

・個別計画に基づき農業の生産性向上及び農

業構造の改善を図るために必要な農業生産

基盤の整備を行います。【重点】 

・中山間地域における耕作放棄地の発生抑制

と共同活動による地域の活性化、農村景観・

国土保全に寄与するため、地区協定の維持・

確保、組織的な営農活動の推進を図ります。 

・地域の中心的経営体となる認定農業者や、

将来の担い手となる新規就農者の確保を進

めます。 

 

目標値・計画等 

 ●集落協定面積 

：令和 12年度 312ha 維持 

 農業農村振興基本計画 

 農業振興地域整備計画 

 人・農地プラン 
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 農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想 

 鳥獣被害防止計画 

 

③ 森林の多面的機能の維持の推進 

 現状と課題 推進方針 

 ・土砂災害の防止等や水資源の保全等、森

林が有する多面的機能を維持するため、森

林整備の推進等に引き続き取り組むこと

が必要です。 

・森林整備を推進するための林地台帳システ

ムの精度向上を図ります。 

・主伐・除間伐等の施業や森林資源の有効活

用を推進するとともに、森林環境譲与税を活

用した新たな森林管理システムの構築、推進

を図ります。 

 

目標値・計画等 

 ●公有林等のパトロール回数 

：令和２～５年度 各 12回 

 森林整備計画 

 森林経営計画 

 松くい虫被害対策実施計画 

 

④ 風評被害対策の推進 

 現状と課題 推進方針 

 ・大規模自然災害が発生し、メディア等に

繰り返し取り上げられることにより、被災

地でない地域まで被災している、影響があ

る等の誤った情報の拡散や消費者の過剰

反応等の風評被害が発生する場合があり

ます。そのため、正しい情報の発信や平時

から小諸市のファンを増やす取り組みが

必要です。 

・ホームページやＳＮＳ等を通じて災害に関

する状況を正確に発信することにより、風評

被害防止を図ります。 

・小諸の魅力を全国に発信し、小諸を支える

ふるさと市民制度等の充実を図り、小諸の魅

力発信と拡散を推進します。 

・小諸市農業の地域ブランド化（ファンづく

り）を推進します。 

 

目標値・計画等 

 ●ふるさと市民の新規登録人数 

：令和２～５年度 各 1,000 人 
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基本目標 ６ 被災した方々の日常の生活が迅速に戻ること 

 

起きてはならない最悪の事態 

6-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

6-2 被災した生活基盤施設や住宅の再建が大幅に遅れる事態 

 

対策方針 

① 災害廃棄物対策の推進 

 現状と課題 推進方針 

 ・廃棄物処理施設の停止や、災害廃棄物処

理の遅延により、復旧が遅延する可能性が

あります。そのため廃棄物処理施設の適正

な管理や、令和３年３月策定の災害廃棄物

処理計画に基づいた処理体制の整備等の

災害廃棄物対策を進める必要があります。 

 

・定期的に運営モニタリング会議を開催する

など、ごみ処理施設クリーンヒルこもろの適

正な管理を行います。 

・災害廃棄物処理計画の実効性を高めるため

の机上訓練、情報収集等を継続して行いま

す。 

 

目標値・計画等 

 一般廃棄物処理基本計画 

 一般廃棄物処理実施計画 

 災害廃棄物処理計画 

 

② 地震保険の普及促進 

 現状と課題 推進方針 

 ・被災者の生活再建にとって有効な手段の

ひとつである地震保険の普及促進に努め

る必要があります。 

・広報こもろ等により地震保険の周知を行

い、普及促進を図ります。 

 

 

③ 地籍調査の推進 

 現状と課題 推進方針 

 ・大規模自然災害発生後に住宅の再検討を

実施する際、地籍が不明瞭となり迅速な再

建の支障となる可能性があります。そのた

め、災害復旧、復興を進めるうえで重要と

なる土地境界等の情報を整備する地籍調

査事業を推進する必要があります。 

・土地の所在や所有者、境界、地籍等を明確

にするため、地籍調査未実施の人口集中地

区、市街地、住宅地を優先し、地籍調査の進

捗を図ります。 

 

目標値・計画等 

 ●境界立会調査実施面積 

：令和２～５年度 計 1.24ｋ㎡ 
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●登記完了する地区数

：令和２～５年度 各年度１地区

●地籍調査進捗率：（令和５年度末）82.5％

第７次国土調査事業十箇年計画 



別 表 

個別の事業一覧 





1 2 3 4 5 6

子育て・
教育

環境
健康・福
祉

産業・交
流

生活基盤
整備

協働・行
政経営

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生
地方改善施設整備 人権政策課

隣保館施設整備（耐震化・バリアフリー化・老朽

化に伴う補修等等）
○ ○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生
社会福祉施設等の整備に関する事業 高齢福祉課

高齢者関係施設（地域密着型特養、通所介護事業

所等）の防災・減災対策の推進のため、地域介

護・福祉空間設備等施設整備補助金を活用した、

耐震化整備、ブロック塀等の改修、非常用自家発

電設備の整備、水害対策のための施設改修等を実

施します。

○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生
社会資本整備総合交付金事業（市住） 建設課

小諸市公営住宅等長寿命化変更計画に基づく市営

住宅の改修工事

・令和2年度　外壁及び屋根の改修　囁団地2棟

・令和3年度　外壁及び屋根の改修　囁団地2棟

・令和4年度　外壁及び屋根の改修　囁団地3棟

○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生
社会資本整備総合交付金事業（耐震） 建設課

既存住宅、建築物の耐震診断とその結果に基づく

耐震改修

・令和2年度　耐震診断20件、耐震改修4件

・令和3年度　耐震診断20件、耐震改修4件

・令和4年度　耐震診断20件、耐震改修4件

・令和5年度　耐震診断20件、耐震改修4件

○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生
ブロック塀除却事業 建設課

公道に面し、倒壊の恐れのあるブロック塀の除却

に対する補助（補助率1/2　上限50,000円）

・令和2年度　10件　500,000円

・令和3年度　10件　500,000円

・令和4年度　10件　500,000円

・令和5年度　10件　500,000円

○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生

小諸東中学校校舎改修事業（学校施設環境改善

交付金）
学校教育課 外壁、トイレ、屋根防水改修等 ○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生

芦原中学校校舎屋内運動場改修事業（学校施設

環境改善交付金）
学校教育課 外壁、トイレ、屋根防水改修等 ○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生

美南ガ丘小学校校舎改修事業（学校施設環境改

善交付金）
学校教育課 外壁、トイレ、屋根防水改修等 ○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生

東小学校校舎改修事業（学校施設環境改善交付

金）
学校教育課 外壁、トイレ、屋根防水改修等 ○

【別表】個別の事業一覧

個別の事業
（事業名等）

担当課 事業の概要

施策分野の設定(複数選択可）

基本目標 最悪の事態（リスクシナリオ）
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整備

協働・行
政経営

個別の事業
（事業名等）

担当課 事業の概要

施策分野の設定(複数選択可）

基本目標 最悪の事態（リスクシナリオ）

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生

野岸小学校校舎屋内運動場改修事業（学校施設

環境改善交付金）
学校教育課 外壁、トイレ、屋根防水改修等 ○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生

坂の上小学校校舎改修事業（学校施設環境改善

交付金）
学校教育課 外壁、トイレ、屋根防水改修等 ○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生

水明小学校校舎屋内運動場改修事業（学校施設

環境改善交付金）
学校教育課 外壁、トイレ、屋根防水改修等 ○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生

千曲小学校校舎屋内運動場改修事業（学校施設

環境改善交付金）
学校教育課 外壁、トイレ、屋根防水改修等 ○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生
文化会館舞台機構改修工事

文化財・生涯

学習課

災害時に備え、老朽化した舞台設備の改修を行

い、施設の長寿命化と安全対策を実施する。
○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生
文化会館吊天井脱落対策工事

文化財・生涯

学習課

災害時に備え、老朽化した舞台設備の改修を行

い、施設の長寿命化と安全対策を実施する。

（R6年度実施予定）

○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-1)

住宅や多数の者が利用する施設の倒

壊・火災による死傷者の発生
旧小諸本陣問屋場

文化財・生涯

学習課

災害時に備え、耐震化対応されていない国重要文

化財「旧小諸本陣（問屋場）」の耐震化を、保存

修理事業と合わせて実施する。

事業期間：令和２年度～令和８年度

・令和４年度　構造診断実施

○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-2)

河川の氾濫に伴う住宅などの建築物

の浸水
河川等整備事業 建設課

・護岸整備等の河川改修や土砂しゅんせつ工事

・令和２年度～令和５年度

護岸整備工事：（準）松井川、（準）栃木川

土砂しゅんせつ工事：（準）北川、（普）大石沢

川

○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-3)

火山噴火・土砂災害による死傷者の

発生
浅間山広域避難計画の策定・周知 危機管理課

浅間山火山防災協議会で進める広域避難計画の策

定に協力し、策定された計画の周知を行う。

・令和５年度　広域避難計画の策定

○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-3)

火山噴火・土砂災害による死傷者の

発生

中小河川の最大想定規模の浸水想定区域図に基

づくハザードマップの作成・周知
危機管理課

長野県が作成する中小河川の最大想定規模の浸水

想定区域図を基にしたハザードマップの作成と全

戸配布を行う。

・令和４年度　中沢川、蛇堀川、平沢川、乙女

川、繰矢川、皿掛川、湧玉川の作成・配布を行

う。

○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-3)

火山噴火・土砂災害による死傷者の

発生
ハザードマップ等を利用した出前講座等の実施 危機管理課

出前講座等において、ハザードマップ等を用いて

地域の被害想定等に応じた具体的な講座を実施す

る。

○
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担当課 事業の概要

施策分野の設定(複数選択可）
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1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-3)

火山噴火・土砂災害による死傷者の

発生

大規模盛土造成地に係る第2次スクリーニング

計画の策定・実施
都市計画課

大規模盛土造成地の安全性確認に必要となる第２

次スクリーニング計画の策定・実施するととも

に、計画を周知し、住民・事業者の防災への理解

を深める。

○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-4)

避難勧告・避難指示の判断の遅れ

や、情報伝達手段の不備に伴う避難

の遅れによる死傷者の発生

避難情報の発信 企画課
ホームページ、SNSにより適切、的確なタイミン

グと内容により避難情報を発信する。
○ ○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-4)

避難勧告・避難指示の判断の遅れ

や、情報伝達手段の不備に伴う避難

の遅れによる死傷者の発生

防災情報伝達手段多重化 危機管理課

防災ラジオへの情報配信終了に伴う代替を含む防

災情報伝達手段を追加する。

・令和３年度　小諸市公式LINEの運用開始

・令和４年度～　LINEの普及促進

○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-4)

避難勧告・避難指示の判断の遅れ

や、情報伝達手段の不備に伴う避難

の遅れによる死傷者の発生

避難行動要支援者の避難体制づくり

危機管理課

健康づくり課

厚生課

高齢福祉課

避難行動要支援者名簿の再整備を行うとともに、

区、関係団体等と連携し、避難体制づくりに取り

組む。

・令和４年度～　避難行動要支援者名簿に基づく

個別避難計画の作成

○ ○

1
人命の保護が最大限図られ

ること
1-4)

避難勧告・避難指示の判断の遅れ

や、情報伝達手段の不備に伴う避難

の遅れによる死傷者の発生

自主防災組織の設立支援と自主防災組織による

防災訓練実施に向けた支援
危機管理課

自主防災組織の設立を支援するとともに、区、自

主防災組織による防災訓練実施を推進する。

・毎年度　自主防災組織の１地区設立

○

2

被災者等に対し、迅速に救

助、救援活動が行われるこ

と

2-1)
長期にわたる孤立集落等の発生や物

資等の不足
物資等の確保 危機管理課

食料、飲料水、生活用品等の備蓄品の更新、追加

を行うとともに、災害時支援協定先との連携の確

認をに行い、流通備蓄の提供態勢構築を図る。

○

2

被災者等に対し、迅速に救

助、救援活動が行われるこ

と

2-2)

警察、消防等による救助・救急事案

の多発及び広範囲に及ぶ人員、資機

材の不足

消防団員の確保・技術向上 消防課

消防団協力事業所表示制度の推進、市民へ向けた

消防団活動の広報実施により消防団への加入促

進。

ポンプ操法訓練、水防訓練、救急法等の訓練を通

じ、消防団員の技術向上を図る。

○

2

被災者等に対し、迅速に救

助、救援活動が行われるこ

と

2-3)
医療機関、医療従事者の不足や、医

療施設の被災による医療機能の麻痺
医療救護マニュアルに基づく訓練等 健康づくり課

小諸北佐久地域災害時救護時医療救護マニュアル

に則り、救護所備品を確保、保管する。また、災

害時に迅速な対応ができるよう訓練を実施する。

○

2

被災者等に対し、迅速に救

助、救援活動が行われるこ

と

2-4)
被災地における感染症等の大規模発

生
保健所との連携 健康づくり課

保健所との連携を密にし、感染症等の情報共有を

図る。
○

2

被災者等に対し、迅速に救

助、救援活動が行われるこ

と

2-4)
被災地における感染症等の大規模発

生
感染症予防対策用品等の備蓄 危機管理課

対策に当たる職員用及び避難所における感染予防

対策用の衛生用品等の備蓄、更新を行う。
○ ○
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3
必要不可欠な行政機能、情

報通信機能を確保すること
3-1)

職員・施設等の被災による行政機能

の大幅な低下
業務継続計画の見直し 危機管理課

地域防災計画の見直しや組織機構改編等を受け、

業務継続計画の見直しを行う。
○ ○

3
必要不可欠な行政機能、情

報通信機能を確保すること
3-2)

災害情報が必要な者に伝達できない

事態
情報伝達手段の確保 企画課 有効な情報伝達ツールを確保する。（LINE等） ○ ○

4
必要最低限のライフライン

等を確保すること
4-1)

電力、上水道等の長期間にわたる供

給停止
生活基盤施設耐震化等交付金 上水道課

災害に強いまちづくりを進めるため、水道施設の

更新に合わせ耐震化を図る。また、湧水水源の水

質保全のため災害の影響が懸念される水源へ浄水

処理施設の整備を進める。電力事業者と市との連

絡体制を強化する。

○

4
必要最低限のライフライン

等を確保すること
4-2)

汚水処理施設等の長期間にわたる機

能停止
社会資本整備総合交付金事業(通常) 下水道課

「小諸市下水道事業計画」に基づく施設整備と、

「水循環・資源循環のみち2015」構想による施

設統合の実施により事業運営の効率化を図る。

○

4
必要最低限のライフライン

等を確保すること
4-2)

汚水処理施設等の長期間にわたる機

能停止
社会資本整備総合交付金事業(防災・安全) 下水道課

「ストックマネジメント計画」に基づき、事故の

未然防止と処理場機能の維持を図る。
○

4
必要最低限のライフライン

等を確保すること
4-2)

汚水処理施設等の長期間にわたる機

能停止
循環型社会形成推進交付金(浄化槽分) 下水道課

「循環型社会形成推進地域計画」に基づき合併処

理浄化槽の設置を推進する。
○

4
必要最低限のライフライン

等を確保すること
4-3)

交通インフラの長期間にわたる機能

停止

道路メンテナンス事業

防災・安全交付金事業（修繕）
建設課

橋梁、横断歩道橋及びトンネル長寿命化修繕計画

に基づく詳細設計及び修繕工事と道路法に基づく

道路施設の定期点検。

・令和２年度～令和５年度

常盤橋、美南ガ丘横断歩道橋、三岡橋、狐原橋、

西原橋、上日影第一橋、小原黒第一橋、2603

橋、2603橋人道橋、2604橋、新蛇堀橋、0213

橋、宮沢橋、大杭橋、0114横断歩道橋、赤坂ト

ンネル、市町隧道

市内一円橋梁及び横断歩道橋点検、市内一円トン

ネル点検

○

4
必要最低限のライフライン

等を確保すること
4-3)

交通インフラの長期間にわたる機能

停止
防災・安全交付金事業（舗装修繕） 建設課

舗装長寿命化修繕計画に基づいた、幹線道路の舗

装修繕工事。

・令和２年度～令和５年度

市道０１０６ 号線、市道０１１３ 号線、市道０

１１４ 号線、市道０１１８ 号線、市道０１１９

号線、市道０１２３ 号線、市道０１３５ 号線、

市道０１３６ 号線、 市道０１４１ 号線、市道０

１４６ 号線、 市道０２２３ 号線

○
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4
必要最低限のライフライン

等を確保すること
4-3)

交通インフラの長期間にわたる機能

停止
防災・安全交付金事業（歩道整備） 建設課

日常、定期点検等の結果により対策が必要な箇所

の歩道整備工事。

・令和２年度～令和５年度

市道0146号線、市道0210号線、市道0232号線

○

4
必要最低限のライフライン

等を確保すること
4-3)

交通インフラの長期間にわたる機能

停止
道路等整備事業 建設課

対策が必要な箇所の法面対策。

・令和２年度～令和５年度

市道0222号線、市道5073号線

○

4
必要最低限のライフライン

等を確保すること
4-3)

交通インフラの長期間にわたる機能

停止
道路等整備事業 建設課

災害時の緊急輸送路及び救急医療機関等へのアク

セスを確保するため、アクセス道路の整備。

・令和２年度～令和５年度

電柱地中化工事、佐久平駅アクセス道路

○

4
必要最低限のライフライン

等を確保すること
4-3)

交通インフラの長期間にわたる機能

停止
鉄道軌道安全輸送設備等整備事業負担金 都市計画課

災害時に広域的な人の輸送に必要となる、しなの

鉄道の輸送車両・設備の整備を支援する。
○

4
必要最低限のライフライン

等を確保すること
4-3)

交通インフラの長期間にわたる機能

停止
生活路線バス運行費等補助金 都市計画課

災害時に広域的な人の輸送に必要となる、千曲バ

ス・佐久上田線の運行を支援する。
○

4
必要最低限のライフライン

等を確保すること
4-3)

交通インフラの長期間にわたる機能

停止
こもろ愛のりくん等運行事業 都市計画課

災害時に市内の人の輸送に必要となる、予約制相

乗りタクシー「こもろ愛のりくん」など市コミュ

ニティバスを運行する。

○

5
二次的な被害を発生させな

いこと
5-1)

ため池、防災施設の損壊・機能不全

による二次災害の発生
農業水路等長寿命化・防災減災事業 農林課

ため池ハザードマップによる周知を図るととも

に、令和4年度からは、毎年度1箇所ずつ地震耐性

評価を行う。

○

5
二次的な被害を発生させな

いこと
5-2) 農地・森林等の荒廃 強い農業・担い手づくり総合支援交付金 農林課

産地（農地）の維持に資する収益力強化と担い手

の経営発展を推進するため、産地・担い手の発展

の状況に応じて、必要な農業用機械・施設の導入

を農業経営体の規模に応じ切れ目なく支援する。

○

5
二次的な被害を発生させな

いこと
5-2) 農地・森林等の荒廃 松くい虫対策事業 農林課

松くい虫被害を受けた枯損木の倒壊による二次被

害を予防するため、伐採処理に係る委託経費を補

助する

○

5
二次的な被害を発生させな

いこと
5-2) 農地・森林等の荒廃 野生鳥獣保護・管理事業 農林課

野生鳥獣の適正な捕獲及び農作物・森林等への被

害防止対策を図る
○

5
二次的な被害を発生させな

いこと
5-2) 農地・森林等の荒廃 森林整備促進事業 農林課

森林を取り巻く環境整備（間伐・除伐・下刈り

等）の促進を図る
○

5
二次的な被害を発生させな

いこと
5-3) 観光や地域農産物に対する風評被害 風評被害対策の推進 企画課

正確、適切な情報発信により風評被害の発生を抑

制する。
○ ○
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6
被災した方々の日常の生活

が迅速に戻ること
6-1)

大量に発生する災害廃棄物の処理の

停滞により復旧・復興が大幅に遅れ

る事態

災害廃棄物処理体制整備 生活環境課

「小諸市災害廃棄物処理計画」に基づき、大量に

発生する災害廃棄物を適正かつ迅速に処理を行え

る体制を整備する。

○

6
被災した方々の日常の生活

が迅速に戻ること
6-2)

被災した生活基盤施設や住宅の再建

が大幅に遅れる事態
国土地籍調査事業 建設課

境界立会調査実施年度及び計画面積

・令和２年度　中央11区　0.36ｋ㎡

・令和３年度　中央12区　0.25ｋ㎡

・令和４年度　中央13区　0.38ｋ㎡

・令和５年度　中央14区　0.25ｋ㎡

○




